
【生活援助算定の判断フロー図】

利用者本人が、事業対象者、要支援１～２、要介護1～5である。

利用者本人に対して、生活援助が必要である。

・生活援助は単なる家事代行サービスではありません。

→「家事の経験がない」、「家族に負担をかけたくない」、

「利用者本人が家族のためにやっていた家事をヘルパーに代行

してもらいたい」などという理由では認められません。

・利用者本人ができることは、生活援助に含まれません。

同居家族等がおらず、独居状態である。

・同居家族がいるが日中独居になる場合は同居家族はいるもの

として考えます。

・別居：別敷地別棟であること。マンション棟の場合は別部屋。

同居家族等に障害・疾病があり、家事ができないか

・障害や疾病の有無だけではなく、障害や疾病に起因し

実際に家事を行うことが困難かどうかが重要となります。

また、どのような家事がどのくらいできないのかなど

十分にアセスメントし把握する必要があります。

・障害や疾病が慢性的なものなのか、一時的なものなのか

によって生活支援の提供期間を適切に設定することが必要です。

同居家族等にやむを得ない事情があり、家事ができない

・やむを得ない事情があるとは、個々・具体的な情報をもとに判断

いたしますが、一例として下記のような状態が考えられます。

①同居家族はいるが就労などで長期間家を空けるなど実質的に独居

状態であると認められるもの。

（日中の不在や、多忙などは算定根拠に該当しません。）

②同居家族との深刻な軋轢や、ネグレクト等により介護援助が期待

できない場合。

（遠慮や、怠慢などの理由は算定根拠に該当しません）

提供するサービスの内容は適切か
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